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1. はじめに 

 国内では，火力発電の休廃止・原子力発電所の稼働

停止・ウクライナ情勢の悪化によるエネルギー危機な

どにより電力需給のひっ迫が危惧されている．このよ

うな状況下で自然災害が発生すると，大規模停電やブ

ラックアウトに発展する可能性がある．例えば 2022 年

福島県沖の地震では，電力需給ひっ迫警報が発令され，

官公庁や商業施設では，消灯などによる節電協力が求

められた．今後，南海トラフ地震のような巨大災害に

おいては，地震動や津波によって発電施設が広域で同

時に被災し，供給力が大幅に低下することが懸念され

る．これまでに，南海トラフ地震を対象とした電力の

需給状況に関する研究として，被災事例に基づいた各

電力会社における時期別の電力需給の推計 1)や内閣府

による予測津波浸水深分布に基づいたエネルギー供給

側の津波浸水深曝露評価 2)が行われてきた．一方，地

震本部により南海トラフ巨大地震の確率論的地震・津

波ハザード評価が行われ，地震ハザードステーション

(J-SHIS)3)および津波ハザードステーション(J-THIS)4)

を通じて公開されている．これにより曝露評価を詳細

に行うことが可能となった．そこで本研究では，南海

トラフ地震・津波のマルチハザードを考慮し，震度分

布・最大水位上昇量分布と発電施設の認可出力に基づ

いて，地震・津波曝露評価を行い，発電施設の機能的

被害の分析を行う．本稿では，平常時の電力需給状況

に関する分析を行い，最大水位上昇量と火力発電施設

の認可出力に基づいた津波曝露評価の一例を示す． 

2. 平常時の電力需給バランスに関する分析 

 南海トラフ地震に伴う電力需給ひっ迫状況の評価に

向けた基礎的な検討として，平常時の事業者の需給状

況について分析する．本研究では，中部・関西・四国

電力管内の火力発電所と電源開発株式会社の橘湾火力

発電所を分析対象とする．発電施設の認可出力につい

ては，文献 5), 6)の公開データを用いる．電力需給状況に

ついては，季節変動，週間変動，24 時間変動や施設点

検の影響等を受けるため，「発電情報公開システム

(HJKS)」6)の発電所の停止日時・停止原因・復旧予定日

や，各事業者の「でんき予報」7)の 1 時間単位の電力使

用実績・供給力の想定値（発電可能な最大出力）と電

源種別（火力・水力・太陽光・揚水など）の供給力（発

電実績）データを用いて，その変動要因を分析する．

ここでは中部電力管内の例を示す．図-1 に需給実績

（2021 年 10 月 1 日～2022 年 9 月 30 日，日単位）を示

す．需要は夏と冬に高く，供給力の大部分を占める火

力によって変動が調整されている．供給力に占める割

合は低いが，連系線による事業者間の融通も行われて

いる．火力発電施設の稼働状況を明らかにするため，

文献 5), 6)に基づき施設に関する基礎情報を表-1に示し，

停止・出力低下原因とそれらの影響を受けた延べ日数

を表-2 に示す．長期間運用されている発電施設が多く，

 

 
図-1 電力の需給実績（2021 年 10 月 1 日～2022 年 9 月 30 日）

表-1 火力発電施設の基本情報（point は後述の図-3 に対応） 

 
表-2 火力発電施設の停止・出力低下の原因とそれらの影響を 

受けた延べ日数（2021 年 10 月 1 日～2022 年 9 月 30 日） 
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定期検査による計画停止が多い傾向にある． 

 こうした火力発電施設の停止・出力低下の影響を考

慮した供給力（= その時点で稼働している出力 / 認可

出力）の時系列推移（図-1 と同じ期間）を示す．一例

として，新名古屋火力発電所の結果を図-2(a)に示す．

年平均値は 0.88 であり，複数のユニットで同時に点検

が実施されると 0.58 まで低下する．同様の集計を事業

者別に行い，供給力を昇順に並び替えた結果を図-2(b)

に示す．年平均値は中部・関西・四国電力でそれぞれ

0.81，0.72，0.50 である． 

3. 最大水位上昇量と火力発電施設の認可出力に基づ

いた津波曝露評価 

 津波ハザード情報として J-THIS4)による最大水位上

昇量分布を用い，文献 2), 8)の手法に基づいて，中部電力

管内の火力発電施設（図-3(a)）における津波曝露評価

を行う．施設の敷地の広がりを考慮して，施設の中心

から 1km圏内の最大水位上昇量の最大値を代表値とし

た．図-3(b)は 2720 種類の波源断層モデルの重み 9)を考

慮した最大水位上昇量の分布である．これを用いて，

最大水位上昇量の閾値 *h 0.5，1.0，2.0，3.0，5.0m を

超過する曝露確率を求めたものが図-3(c)である．これ

に基づいて，津波に曝露される認可出力の期待値を閾

値ごとに求めた結果を図-3(d)に示す．例えば *h 1.0m

の場合は，分析対象の約 39.6%が曝露されることを表

している．これにより津波イベントの多様性・起きや

すさを考慮した曝露評価が可能になったが，ここまで

は認可出力に基づく評価であり，2.で述べたような供

給力の変動を考慮する必要がある．さらに今後は，対

象を西日本全域に広げるとともに，地震ハザードを含

めてマルチハザードを考慮し，曝露評価を進める方針

である． 
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(a) 新名古屋火力発電所 

 
(b) 中部・関西・四国電力（供給力の昇順に並び替え） 

図-2 発電施設の停止・出力低下を考慮した供給力の推移 

（2021 年 10 月 1 日～2022 年 9 月 30 日） 

  
 (a) 分析対象とした発電施設 (b) 最大水位上昇量の確率密度

 （9 か所） （四分位数と外れ値を併記）

 

(c) 代表地点における曝露確率（h* = 0.5～5mを重ねて表示）

 
(d) 代表地点の曝露確率に基づいた認可出力の期待値 

図-3 2720 種類の波源断層モデルによる発電施設の曝露評価 

（波源断層モデルの重み 9)を考慮．point は表-1 に対応） 
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